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　〈論　　文〉

垂直分裂と垂直再統合
―IT／エレクトロニクス産業における現代大量生産体制の課題 1）―

森　原　康　仁＊

Ⅰ　はじめに

　森原（2017）で整理したように，1990 年代の IT（情報技術）産業の産業／企業組織を特徴づけ
るものは，従来の垂直統合に代わって，垂直分裂 vertical dis-integration と呼ばれる産業組織で
あった。IT 産業においては，特定の要素技術に特化 specialize した専業企業が，相互に協力して
最終製品を提供しているのであり，アセンブラーが産業全体に支配的影響力をもつ従来の垂直統合
型企業の影響力は大きく低下したと考えられた。
　ここで成功した典型企業は OS に特化する Microsoft であり，CPU に特化する Intel だった。か
れらは要素技術の技術情報をブラックボックス化する一方で，そのインターフェースを公開し，技
術情報の独占による競争優位の維持と自社技術の普及による売上高の拡大を両立させた。
　こうした産業／企業組織のはなばなしい成功のもとで，以下のような理解がなかば常識化した。
すなわち，①プロセス・イノベーションが問題になる産業は，製造工程の質が競争優位を規定する
ため，「統合 organizational integration」によって「広くて深い broad and deeped」スキルを蓄積
する組織学習が求められるのにたいして，②プロダクト・イノベーションとなる産業においては，
革新的な製品の開発が競争優位を規定するため，研究，設計，マーケティングといった「狭くて集
中された narrow and concentrated」スキルを蓄積する組織学習が求められ，統合は必要ではない，
ということである（Lazonick, 1998）。
　この二分法にしたがえば，IT 産業はプロダクト・イノベーションが競争の帰趨を決定する典型
的産業なのだから，問題になるのは②の「狭くて集中された組織学習」ということになる。IT 関
連企業は専業企業として，垂直的競争 vertical competition に参加し，Microsoft や Intel の競争戦
略を模倣することが自明の事柄とされた。
　だが，実際には，②の典型産業と思われている IT 産業においても，①のプロセス・イノベー
ションは必要であり，今後もこの課題は消えることはない。たとえば，2017 年 10 月 １ 日から 2018
年 ９ 月 29 日までの １ 年間の Apple の iPhone の販売台数は約 ２ 億 1772 万台だった 2）。 １ 日あた
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りに平均すると約 60 万台もの膨大な数量の生産活動が行われているのであり，この効率性と安定
は競争の帰趨を左右する要素であることに疑いはない。このことをふまえて，同社の財務報告は，
サプライヤーである EMS（Electronics Manufacturing Services）との関係が製品ないしサービス
の品質や数量，あるいは同社の柔軟性に影響を与える可能性を認めたうえで，経営上のリスク要因
に挙げている 3）。さらに，同社はデバイスを直接組み立てることこそおこなっていないものの，
デバイスの製造装置に投資を行い，それらの管理を一部の EMS に委託している 4）。
　周知のように，EMS は PC 産業の発展とともに最終組み立て工程を代行する存在として，その
役割を拡大させてきた。2000 年代の初頭には，世界の主要 PC ベンダーにおける EMS の活用は一
般化するようになり，たとえば HP と Dell の両社はノート PC 全量の製造をアウトソースし，なか
でも台湾の EMS への委託は ８ 割～ ９ 割の高い比重だった 5）。この時期，すでに EMS は，設計‐
製造間，部品・コンポーネント製造‐基板実装・組立間という「二重の社会的分業構造」（秋野，
2009：191）において，欠くことのできない地位を確立していた。
　しかし，2010 年代に入ると，新興国の EMS はたんなる組み立て工程の代行から，事業領域を拡
張すべく，製品の設計の一部に関与したり，サプライチェーン・マネジメント（SCM）にも積極的
に投資するようになった。単純な基板実装ならともかく，統合度の高い製品─ iPhone がその典
型例である─の製造に関与する以上，こうした工程への拡張は不可避だからである。「システム
統合 systems integration 」としての製造活動は「レゴ・ランドには存在しない」のであり，製品
のデザインは，引き続きコアとなる戦略的なコンポーネントやサブシステムの設計や製造をともな
う。こうした知識ベースは市場での取引には向かず，垂直分裂型の産業／企業組織はこの領域をカ
バーできない 6）。先述の二分法のような特徴付けが現代のエレクトロニクス産業においてあらわ
れてきたのは事実としても，設計・製造技術は，「統合（integration）をつうじた事前の

4 4 4

（ex ante）
調整を必要とする（傍点筆者）」 7）以上，こうした整理の仕方はいささか単純化がすぎるというべ
きだろう 8）。
　そこで，本論文では，こうした単純化を回避しつつ，現代の IT ／エレクトロニクス産業におけ
る大量生産活動の特質を素描することを試みる。以下，Ⅱでは IT ／エレクトロニクス産業を中心
とした 1990 年代のアメリカの産業／企業組織の特質にかかわる一般認識が Wintelism と呼ばれる
一連の議論にあったことを明らかにする。次いで，Ⅲにおいて，2000 年代以降，こうした産業／
企業組織の限界があらわになっていく事情を，過剰生産能力の蓄積が進みやすいという同モデル固
有の特徴に注目しながら整理する。「統合型製品」の普及という製品設計のあり方にかかわるトレ
ンドの変化も重要である。そのうえで，Ⅳにおいて，この限界を先進国のブランド企業である

3 ）	 Apple （2018）, pp. 10-11.
4 ）	 Apple （2018）, p. 11.
5 ）	 Yang （2006）, p. 11.
6 ）	 Pavitt （2003）, p. 86.
7 ）	 Ernst （2005）, p. 320.
8 ）	 坂本（2018）の以下のような指摘も参照されたい。「プラットフォーム・リーダーやキーストーン企業に

よる企業間関係内の調整は，ラングロワが主張した市場調整による『消えゆく手』では決してない。しかしなが
らチャンドラーの企業内の『見える手』とも範囲と構成要素が異なる。そこで本書では，その様な企業間関係に
ついて，言わば新たな『見える手』の役割を担う企業が存在しているとみる」（坂本，2018：38 ページ）。
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Apple と現代の大量生産活動の担い手である新興国 EMS 企業（Foxconn）がいかにして突破しよ
うとしてきたのかを検討する。そこで明らかになるのは，垂直統合の復権あるいは垂直再統合 
vertical re-integration ともいうべき現象である。
　ただし，Foxconn に代表される大量生産活動は，すくなくとも現在のところ産業アップグレー
ディングと「社会的アップグレーディング」の調和，労使妥協あるいは「調整」メカニズムを欠い
ている。この点が現代の大量生産活動にとってひとつのチャレンジとなる。おわりにではこのこと
についても触れたい。

Ⅱ　ポスト・フォーディズム論争再訪

　1980 年代後半から 1990 年代初頭は，日米経済摩擦をきっかけとして，アメリカ企業の産業競争
力低下にたいする深刻な懸念が投げかけられた時代である。この議論の特徴は，財政収支や金利環
境，為替動向といったマクロ的な諸要因だけでなく，製品開発と製造プロセス開発への投資，設計
と製造の協調，多能工の育成や労使一体的な生産性向上・品質改善運動，メーカーと部品業者の協
力関係といった産業や企業のあり方─ミクロ的諸要因─にも注目が集まったことである 9）。
　それゆえ，この時期のアメリカでは，「競争力」をテーマにした政策論争が活発に行われた。た
とえば，Okimoto は，「日本の産業政策を構成する最も決定的な動因の一つは，産業的な後発国と
してのこの国の歴史的な経験であった」としたうえで，自動車産業やハイテク産業の奇跡的な成功
を体系性という意味で独自な日本の産業政策に求めた 10）。また，こうした見方の走りとなった 
Magaziner と Reich の『アメリカの挑戦』は，アメリカにも暗黙の産業政策は存在するが非体系
的であるとしたうえで，体系的な産業政策─ターゲティングポリシーを導入した日本に学ぶべき
だと強調したのである 11）。ようするに，育成すべき産業を絞り（ターゲティング），その産業の成長
をあらゆる政策手段を用いて系統的に支援する政策を実行せよ，というのである。
　しかし，結局のところなにが「アメリカ企業の競争力の低下」を招いたのか。当時，「競争力」
というタームでイメージされていたのは製造業企業の競争力であり，なかでも製造過程の効率性で
あった。Kenny and Florida （1988） は，製造効率が低下した要因を製造現場と設計・開発部門に乖
離に見出し，日本のフレキシブルな産業組織こそ両者の円滑な協調関係をうながす生産システムで
あると指摘した（「フジツー主義」）。
　Kenny と Florida によれば，日本企業の生産システムとそれを支える産業組織は，プロダクト・
イノベーションとプロセス・イノベーションを密接に連関させ両者を同時に達成しているが，アメ
リカ企業は前者に偏重しふたつがバラバラになってしまっているという。その一方で，かれらは，
イノベーションとりわけプロダクト・イノベーションの群生という点で，はなばなしい成果を挙げ
つつあったシリコンバレーにたいして，それが大量生産活動ないし「基本的製造活動」との密接な
連関がないという観点から，アメリカの産業競争力を復活させるものではないという評価を下し
た。

9 ）	 坂井（2004），16-18 ページ。
10）	 沖本（1991），32 ページ。
11）	 マガジナー／ライシュ（1984）。
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　すなわち，かれらによれば，ベンチャーキャピタルに主導された新興企業のイノベーション活動
は，若い企業の近視眼的な視野に制限されており，大規模研究所の研究開発を破壊し，しかも「よ
り重要なことは，企業家的基盤をもった（新興企業の）イノベーションへの強い金融的インセン
ティブが一連のかたちで確立したことは，独占的な製品もしくは技術を指向し，製造技術や製造過
程を改善するイノベーションから遠ざけるという強いバイアスを生んでいる」 12）。
　つまり，1980 年代後半から 1990 年代初頭の「競争力問題」とは，製造過程（基本的製造活動）
と研究開発ないしイノベーションとの連関が不十分であるという問題だったということができる。
このことは，「製造業とサービス業の密接連関」という把握にもとづいて，「製造プロセス」ないし

「生産技術」こそ産業競争力に決定的な役割を果たすと述べた Cohen と Zysman の『脱工業化社会
の幻想』（1987 年）においても同様であり 13），また，産業競争力のミクロ的諸要因に関心が払われ
るきっかけになった Dertouzos や Lester，Solow らの『Made in America』（1989 年）においても
同様である 14）。
　このような見方は，コンピュータや半導体のような「ハイテク産業」でのアメリカ企業の影響力
の低下によって裏付けられているようにみえた。図 １ は，Intel の CEO だった Andrew Grove が
1980 年代におけるデータ処理機器の世界市場における日米企業のシェアの推移をプロットしたも
のである。この図からあきらかなように，1990 年前後においては，「1990 年代のハイテク産業は日
本企業が席巻する」という見方が支配的だった。また，たとえば，1990 年の世界半導体メーカー
の出荷額上位 10 位に占める日本企業の数は ６ 社だったが，アメリカ企業は ３ 社にすぎなかった。
この時期，アメリカ半導体産業の対日競争力は急降下をきたしていたのである 15）。
　しかし，その後アメリカの地位は急速に復活した。半導体産業では，かつて日本企業との競争に
敗れてメモリー生産から撤退した Intel が CPU の開発・製造に特化して復活し，1992 年に世界の
半導体メーカー別売上高ランキングで NEC を抜いて首位についた。翌 93 年には，各種半導体全
体の世界販売シェアでも，アメリカ企業が日本企業から ７ 年ぶりに一番手の地位を奪還した。世界
の全製造業とハイテク産業輸出に占めるアメリカ企業のシェアにおいても同様の傾向がみられた
し，各種世界競争力ランキングにおいても，アメリカは今日までほとんど毎年，最上位に位置する
ようになった（坂井，1994）。
　では，アメリカ企業の産業競争力の復調は，かつての日本企業のような「製造プロセスと設計プ
ロセスの密接な連関」がアメリカ企業においても採用されたからもたらされたのだろうか。多くの
論者は，むしろ，両者のネットワーク的な分離にこそアメリカ企業の復調の根拠があったとみる。
すなわち，自社工場をもたず外部の契約製造業者に生産を委託する生産と労働の大規模な外部化の
進展が，製造プロセスと設計プロセスが分離していても両者が持続的に発展しつづけられる条件を
与えた，とみるのである。

12）	 Florida and Kenny （1988）, p. 135.
13）	「とりわけ重要なのは，製品生産能力における競争力だ。今起きている製造革命は，製品革新を加速させるこ

とと同じくらい重要だ。実際，製品革新の速度は製品を研究室から工場，そして，市場に送りだす能力にかかっ
ている」（Cohen and Zysman, 1987=1990: 163）。

14）	 Dertouzos, Lester and Solow eds. （1989=1990）.
15）	 坂井（1994），29 ページ。
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　エレクトロニクス産業ないし IT 産業において大規模にみられるような，こうした産業組織のあ
り方は「水平的なコンピュータ産業」（Grove, 1996）と呼ばれ，Intel や Microsoft，Cisco Systems
といった専業企業の市場支配を生み出すと同時に，IBM や DEC のような，かつてのコンピュータ
関連企業を倒産の危機に追い込んだと考えられた。つまり，製造活動と設計活動をともに企業内に
統合していた IBM のような企業は，あらたに台頭してきた専業企業によって傍に追いやられて
いったと考えられたのである。
　こうした産業組織のあり方を，その典型企業の名前をとって「Wintelism」という術語で特徴づ
けたのが，Borrus and Zysman（1997）だった。その議論の特徴は，①製品が「オープンだが所有
された」製品になっていること，②要素技術は多様な産業部門に属する専業企業よって市場を介し
て供給されること，③市場支配力はアセンブラーから「製品を定義する企業」にシフトすること，
④その結果，プロダクト・イノベーションは製造活動ないしプロセス・イノベーションから分離す
るようになり，ブランド企業は，先進諸国に立地する本社のちかくに製造拠点を維持することに関
心を失うようになることの ４ 点である。
　このように，「Wintelism」にもとづく議論は，「独占的な製品もしくは技術を指向し，製造技術
や製造過程を改善するイノベーションから遠ざけるという強いバイアス」（Florida and Kenny）
が，「オープンだが所有された」製品の普及のもとで，ブランド企業（ファブレス企業）と契約製
造業者のネットワーク的な協業によって克服された，と考える。それゆえ，シリコンバレーにおい
て特徴づけられるこのような産業組織は，1980 年代に日本でみられた「リーン生産方式」にたい

図 １　データ処理機器の世界市場に占めるシェア（米系企業 vs. 日系企業）
（出所）Grove （1990）, p. 155.
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するオルタナティブであり，「製造活動の新たなアメリカ・モデル」ないし「産業組織の新たなア
メリカ・モデル」とみなされるようになった（Sturgeon, 2002）。

Ⅲ　Wintelism の限界

１ 　「産業組織の新たなアメリカ・モデル」の位置
　1990 年代のアメリカ経済は「ニューエコノミー」によって特徴づけられるが，この時代は企業
に株主価値の極大化にかなう企業統治の導入が求められた。資本市場の論理が企業組織のあり方に
影響するという意味での「コーポレート・ガバナンスのイデオロギー」（Lazonick and O’Sullivan, 
2000）が，ビジネス・コミュニティに浸透したわけである 16）。これは「事業会社の組織化様式」と
いう観点から，かつての「オールドエコノミーのビジネスモデル」（OEBM: Old Economy Business 
Model）にたいして，「ニューエコノミーのビジネスモデル」（NEBM: New Economy Business 
Model）と整理された（Lazonick, 2009）。
　この際，NEBM とは，①高付加価値事業へのシフト，②ネットワーク的な企業間の協業，③株
主価値を重視した経営様式，④長期雇用慣行の終焉と雇用の流動化の ４ 点から特徴づけられる
が 17），これが先に触れた Wintelism という術語によって特徴づけられた産業／企業組織のあり方と
重なることは見やすい。ようするに，「ニューエコノミー」の時代において，「産業組織の新たなア
メリカ・モデル」 18）であるところの Wintelism は，IT 産業に特有の「事業会社の組織化様式」 19）か
ら，現代アメリカ経済に一般的にみられる「事業会社の組織化様式」 20）に「格上げ」されたわけであ
る。この意味で，Florida and Kenny （1988） を嚆矢とするポスト・フォーディズム論争は， Borrus 
and Zysman （1997） の Wintelism の提唱によって「決着」をつけられたといってもよい 21）。
　このことを産業組織論の観点から整理すると以下のようになる。Wintelism の支配的な産業組織
は，通常，垂直分裂ないし垂直特化（vertical specialization）型産業組織と呼ばれる。Macher and 
Mowery （2004） の整理するように，「垂直特化とは産業全体のバリューチェーンのリストラクチャ
リングであり，開発・生産・マーケティングプロセスといった異なる段階が，独立企業の境界内に
おいて垂直的に統合されるのではなく，異質な諸企業によって支配されていることである」 22）。これ
はコアとなるコンポーネントやケイパビリティを外部企業からの調達に依存するような社会的分業
構造である。その典型的な理解は図 ２ を参照されたい。

16）	 ただし，資本市場の存在感の拡大が，直接に「株主の復権」を意味するものではない。柴田（2011）はこの点
の混乱を整理している。

17）	 Lazonick （2009）, p. 33.
18）	 Sturgeon （2002）.
19）	 Lazonick （2009）.
20）	 同上。
21）	 生産システムの進化という観点から，フォーディズム，日本モデル（リーン生産システム），その後の分散統

合型生産を比較したものとして，坂本（2005）も参照されたい。
22）	 Macher and Mowery （2004）, p. 317.
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　Bresnahan （1999） の整理したように，こうした産業組織の下での企業間競争は，垂直的競争
（vertical competition）が支配的になる。すなわち，垂直統合が弱体化し諸企業が諸種の下位部門
に垂直的に特化しているがゆえに，技術的に補完的な（complementary）部門に属する異質な企業
どうしの競争が一般化したわけである。産業にたいする影響力は，バスや API のようなインター
フェースを掌握しているかどうか 23），すなわち「プラットフォーム」を掌握しているかどうかをめ
ぐる競争に転化すると考えられた （Bresnahan and Greenstein, 1999）。

２ 　Wintelism の限界─過剰能力の蓄積と統合型製品の需要拡大
　だが，生産システムの経済的合理性のあらわれ方には多様な様式がありうるのであって，その展
開を特定の視点から決定論的に把握することはできない。技術と企業／産業組織，資本市場や労働
市場のあり方，経済のマクロ的なパフォーマンス，その他の制度的諸慣行は，補完性と同時に自律
性もあるからである。つまり，いわゆる「the one best way」は存在しないし（宗像，2000；ボワ
イエ／デュラン，1996），「唯一の均衡」のようなものを想定することもできない（Storz and 
Moerke, 2007）。では，Wintelism の限界はいつ，いかなるかたちで現れたのだろうか。
　Wintelism の限界は，2000 年代初頭の「ハイテク・バブル」（Brenner, 2002）の崩壊によって顕

23）	 Intel のバス・アーキテクチャの変遷とプットフォーム・リーダーシップの獲得の関係をめぐる優れた研究と
して，立本（2007）がある。

図 ２　IT 産業における垂直分裂型の産業組織（模式図）
（出所）Funk （2012）, p. 52.
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在化した。この時期のアメリカ企業は設備投資を急激に増額していったにもかかわらず，一人当た
りの資本設備の増加からは生産性の上昇を確保していなかった 24）。設備投資の急増と過剰能力の蓄
積は資本市場からの潤沢な資金調達によって支えられた側面があると同時に，以下の意味で
Wintelism に固有の原因もあった（Lüthje, 2007: 187; Jürgens and Sablowski, 2004）。
　第 １ に，イノベーション・サイクルの短縮と極端に短い償却期間は裏表の関係にある。先述のよ
うに，Wintelism は，特定の要素技術に特化し，そのプロダクト・イノベーションによって顧客だ
けでなく補完的な専業企業を自社にひきつける。すなわち，製品や技術の頻繁な更新がプラット
フォーム・リーダーシップを持続的に獲得する条件となっている。このことが設備の償却期間の短
縮に結び付くのは当然で，過剰生産能力の蓄積を生じさせる可能性を高めた。第 ２ に，きわめて

「リーンな」在庫・製造活動が過剰能力の負の影響を増幅した。やせ細ったサプライチェーンが需
要の急減を吸収することは困難だった。第 ３ に，設計・開発部門の生産性低下という構造的問題が
投資コストの極端な増大に結び付いた（その典型例は半導体産業である）。
　また，統合度の高い製品の需要が拡大するという側面も，Wintelism の限界を生み出した。田中

（2009）の整理するように，基本的な機能が普及し画期的な発明が出なくなると，個々の機能より
もシステムの安定性が重視されるようになる。その典型例は家電だが，IT 産業についても「大衆
ユーザー」の登場によって「統合型製品」の需要が拡大した。たとえば，PC では CPU やストレー
ジ，OS，アプリケーションといったコアとなる要素技術・コンポーネント，プリンターやモニ
ターといった周辺機器がばらばらに提供されていたが，スマートフォンはこれらを統合している。
コンシューマー IT 市場における競争の焦点は，大衆ユーザー（エンドユーザー）の「ユーザービ
リティ」にシフトしている（泉田，2013）。
　「統合型製品」が普及すると，Wintelism は深刻な課題に直面する。森原（2017）で明らかにし
たように，特定の要素技術に特化し，システム全体に責任をもたないことこそが Wintelism の競争
優位を生み出してきたのだが，その条件のひとつは，さまざまな専業企業とのネットワーク的な社
会的分業構造が存在することであった。しかし，Wintelist 企業がみずから包括的で統合的なシス
テムを提供しようと思えば，かつてのパートナーとのある種のカニバリズムが生じざるをえず，か
れらが「統合型製品」を提供するのは容易ではない 25）。
　以上のように，Wintelist 企業の採用した「利潤戦略」 26）は，コストと品質・技術の両面から 2000
年代に入って限界を抱えた。

24）	 Brenner （2002=2005）, p. 301.
25）	 筆者はこのことをエンタープライズ IT 市場における IBM と Microsoft の競争に注目しつつ整理した。

Microsoft が自社の「パートナー主導型文化を崩壊させずに」，包括的なソリューション・サービスを提供するの
は，同社のこれまで採用してきた戦略の自己否定につながる（森原，2017：第 ６ 章）。

26）	「利潤戦略」は，ボワイエ／フレスネ（2001-2002）が「生産モデル」（ミクロ・マクロ・ループや制度的補完
性を明示的に考慮した分析概念）や企業戦略の多様性を分析するためにつくりだした概念である（そのレビュー
として，清水（2005）および横田（2017）も参照）。ボワイエ／フレスネ（2001-2002）によれば，企業の「利潤
戦略」は，規模の経済性，供給の多様性，高品質，製品イノベーション，生産のフレキシビリティ，継続的な原
価低減という ６ つの「利潤源泉」によって定義される。
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Ⅳ　Wintelism の限界への対応

　では，以上のような Wintelism の限界にたいして，IT ／エレクトロニクス産業はどのように対
応していったのか。以下では，先進国のブランド企業と新興国の EMS の両面から，この問題を検
討する。その際，Apple の iPhone を検討の対象としたい。iPhone のようなスマートフォンは需要
規模がきわめて大きいだけでなく，「統合型製品」の典型例だからである。

１ 　先進国ブランド企業の対応─サプライチェーンの管理と製造活動への積極関与
　IT ／エレクトロクス製品の大量生産体制の抱える効率性や安定性という問題に対して，Apple
は調達と製造という ２ つの側面から対応してきた。

（ １ ）サプライチェーンの管理
　Apple の調達戦略は，Apple （2018a） の以下のような言明に端的に示される。「一言で申し上げ
ると，私どもの目標は，きわめて短い時間で最良の製品とサービスを手に入れることです。そのコ
ストは，お客様と株主にとって最良の価値を提供しうるものでなければなりません」（Apple, 
2018a）。つまり，リードタイム，コスト，品質という ３ つの課題の解決をサプライヤーに要求する
ことが，Apple の調達戦略の原則であるということになる 27）。これを実現するうえで，同社の採用
している戦略の第一はサプライチェーンの全体を自社に有利な形で構築する努力である。これは，
委託契約の管理と製品の生産工程のブラックボックス化という ２ つの側面がある。
　まず前者について述べたい。もともと，IT 産業における OEM 委託契約はしばしば見直しが行
われることが多い 28）。Dedrick and Kraemer （2011） の指摘したように，コンピューター関連企業は
委託先と「長期的関係 log-term relationships 」を結ぶことも多いが，品質，コスト，技術をふくめ
たケイパビリティの観点から委託先を変更することを厭わない 29）。Gereffi, Humphrey and Sturgeon 

（2005） は，バリューチェーンを，①専属的バリューチェーン（captive value chain），②関係的バ
リューチェーン（relational value chain），③市場（market），④階層組織（hierarchy），⑤モジュ
ラー・バリューチェーン（modular value chain）の ５ つに分類しているが 30），この場合のサプライ

27）	 宋（2017）によれば，Apple のサプライヤーは，Apple との取引にあたって「専用の特別なシステムの導入」
が要求される。

28）	 この点で，この産業におけるサプライチェーンのあり方は，日本的な「下請けサプライヤーのネットワーク」
（Yusf et al., 2003=2005: 192）と異なる。なお，清（1999）によれば，トヨタ生産システムの特質は「加工 ‐ 生
産 ‐ 運搬 ‐ 停滞 ‐ 加工とつながる部品生産工程から，停滞と運搬工程を排除し，可能な限り『加工の連続』
として組織する」点にある（63 ページ）。そのため「設備管理システムの占める位置が欧米よりも大き」（74
ページ）い。日本の自動車産業において，しばしば長期的関係が見いだされる背景には「『生産のシステム化』
と『高密度労働・下請管理』の組み合わ」せ（77 ページ）が生産システムの土台にあるからだろう。ただし，こ
うした無駄な工程在庫の極限までの圧縮は，初期のフォード・システムの生産思想にも見出されることである

（下川，1990）。
29）	 Dedrick and Kraemer （2011）, p. 303.
30）	 Gereffi, Humphrey and Sturgeon （2005）, pp. 56-7. なお，丸川（2013）は，いわゆる「貸与図サプライヤー」を

①に，「承認図サプライヤー」を②に重ねている。
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チェーンのあり方は⑤に当てはまるだろう。
　Apple とその EMS との関係においても，こうした特徴は見いだされる 31）。iPhone の生産が飛躍
的に拡大した 2010 年前後，その生産を委託された EMS では労働者の自殺が相次ぎ，同社への社
会的批判が巻き起こった。これを受けて，Apple の主要契約先の Foxconn の副会長だった Cheng 
Tianzong は「我々の長期的関係には影響はない」とコメントしたが（Zhao, 2010），2010 年春の
Foxconn における大量自殺が発生した直後，Apple はそのコメントを無視するかのように iPhone
および iPad 生産の一部を Pegatron にも委託するようになったのである。この事例は，Apple とそ
の生産委託先の「非対称な力関係」を示すものであるといえよう（Chan, Pun and Selden, 2016: 
361）。
　後者の生産工程のブラックブックス化は，この延長線上に出てくるものである。一般的にみて，
ある産業のサプライチェーンを「統治」するインテグレーターがその産業から得られる価値を増や
そうと思えば，その産業における競争を促進すればよい。この点で，Apple のサプライチェーンの
管理は際立ったものがある。Apple は複数のベンダーにコンポーネントの生産を分割し，サプライ
チェーンの「アトム化」を推し進めている。これは，iPhone や iPad のような製品の秘密保持に寄
与する。なぜなら，この「アトム化」によって，コンポーネントの生産を担当するサプライヤー自
身も，そのコンポーネントが最終的にどのように使われるのかを理解できないからである。この結
果，Apple は製造工程をコントロールすることができるようになる（Jacobides and MacDuffie, 
2013） 32）。

（ ２ ）製造工程への積極関与
　しかし，Apple のサプライヤーへの影響力は購買力を背景としたサプライチェーンのコントロー
ルに尽きるものではない。同社が「ものづくり」を行わないファブレス企業であるという見方はも
はや過去のものなのであり 33），Apple 自身が製造工程に「進出」することで，製造工程の管理を強
化しようとしている側面もみておく必要がある。
　表 １ によれば，Apple の 2018 年度の有形固定資産のうち機械装置等の残高は約 660 億ドルであ
り，同社は名実ともに製造業としての内実を備えるようになった。2009 年度の機械装置等の残高
と 2018 年度の残高を比較すると，その伸び率は実に 30 倍以上である。さらに，表 ２ によれば，

31）	 Janoski, Luke and Oliver （2014） は，Apple は重要なマーケットにおいて同社のサプライヤーが影響力を増す
ことを避けるために，サプライヤーの同社への依存関係をできるだけ維持しようとしているだけでなく委託先の
頻繁な変更を行っていると指摘している。

32）	 Kraemer, Linden and Dedrick （2011） による周知の研究によれば，Apple は，iPhone の 2010 年モデルの販売
価格のうち 58％を獲得しており，そのサプライヤーの多くは，比率としてはわずかな恩恵にしかあずかってい
ない。たとえば，LG は ５ ％，サムスンは ７ ％，その他のアメリカ，日本，台湾のサプライヤーは １ ～ ２ ％にす
ぎなかった（p. 4）。

33）	 iPhone の爆発的普及によって，“Designed by Apple in California” という印象的なフレーズが知られるように
なった。その結果，Apple の競争優位はその設計・デザインにあると思われることが多い。このことが Apple
＝ファブレスという思い込みを生む一因になっていると思われる。ただし，もちろんこのことは，同社がデザイ
ンを軽視しているということ意味するわけではない。同社のデザインへのこだわりは，Apple の 20 年間のデザ
インを記録した高価な写真集をわざわざ出版することにも表れている（Apple, 2016）。



垂直分裂と垂直再統合 167

Apple の 2019 年度における設備投資見込みは約 140 億ドルであり，その内訳は，金型および製造
装置，データセンター，情報システム等の企業施設・インフラ，小売機器・設備が含まれる

（Apple, 2018: 30）。同社の年次報告書において設備投資の内訳に金型や製造装置等が報告されるよ
うになるのは 2010 年度以降であり，2010 年ごろから同社の製造活動への姿勢が大きく変化したこ
とが窺える。
　また，Apple は製造装置等を購入したあと，同社の製品を製造する EMS にこれらをリースして
いる 34）。これは，同社が「製造や設計への統合と調整に深く関与している」 35）ことと密接にかかわっ
ている。
　Apple の製品はプロダクト・デザインの精度の高さで有名だが，世界各地の委託先で １ 日当たり
数十万台という大量の生産をおこなうと製品個体間のばらつきが大きくならざるをえない。たとえ
ば，精度という点からいえば 2010 年発売の iPhone 4 がトップクラスだったが，量産が拡大した

34）	 Wakabayashi （2015）.
35）	 秋野（2018），234 ページ。

表 １　Apple の有形固定資産残高の内訳とその推移（2009 年～ 2018 年）
（単位：百万ドル）

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

土地・建物 955 1,471 2,059 2,439 3,309 4,863 6,956 10,185 13,587 16,216

機械装置および社内
使用ソフトウェア 1,932 3,589 6,926 15,743 21,242 29,639 37,038 44,543 54,210 65,982

オフィス家具・備品 115 144 184 241 NA NA NA NA NA NA

リース物件改良費 1,665 2,030 2,599 3,464 3,968 4,513 5,263 61,245 75,076 8,205

減価償却累計額 -1,713 -2,466 -3,991 -6,435 -11,922 -18,391 -26,786 -34,235 -41,293 -49,099

有形固定資産（合計） 2,954 4,768 7,777 15,452 16,597 20,624 22,471 27,010 33,783 41,304

（出所）Apple, Annual Report, various issues, により筆者作成。

表 ２　Apple の設備投資の内訳とその推移（2010 年～ 2019 年）
（単位：億ドル）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

小売店舗 4.0 6.1 8.7 5.0 4.9 ― ― ― ― ―

工作機械・製造装置等 22.0 40.0 95.0 65.0 105.0 ― ― ― ― ―

設備投資（総額） 26.0 46.0 103.0 70.0 110.0 112.0 128.0 149.0 167.0 140.0

（注）�2019 年度は計画。工作機械・製造装置等とは，金型および製造装置，企業設備・インフラ（情報システムを
等）を指す。

（出所）Apple, Annual Report, various issues, により筆者作成。
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iPhone 5 以降はそれ以前よりも精度が落ちたという。こうした個体差を埋めるために，Apple は
「誤差のあるパーツ同士をソフトウェア的に解析してうまくマッチングするなどして完成品を高め
る」ような手法も採用している 36）。
　これは，ある意味で当然のことで，「サービスと製造の分離」といっても，先進国のブランド企
業の「サービス」は，字義どおりの「非物質的な」活動ではない。それは，複雑な物的システムを
統合するうえで，製造活動に裏付けられた深い知的熟練を基礎として成り立っている。その意味
で，これらの「サービス」は製造活動とまったく切り離されたものではなく，製造活動と結びつい
たスキル集約的な活動である 37）。
　以上が，Wintelism と本質的に異なることは明らかである。先述のように，Microsoft や Intel は
PC に関連するコンポーネントの生産には大きな関心を払わなかった。その関心は，自社のイン
ターフェース上で開発を行うパートナーをできるだけ増やすことに集中していた。そのことが
Wintelism の成功と限界の両面を生み出した。一方，Apple は，コンポーネントに関心を持たない
どころか，その調達に細心の注意を払うだけでなく，実質的にその製造を担うのと同等の設備投資
を行っている 38）。システムの統合が競争戦略の根幹に据えられているかどうかという点で，両者は
区別されるのである。

２ 　新興国 EMS の対応─垂直統合による大量生産の担い手への成長
　Ⅲで整理した Wintelism の限界にたいして，新興国の EMS はどのように対応したのか。次に，
Foxconn の対応をみてみよう。

（ １ ）周縁化された労働力への依存からの脱却と台湾系 EMS の躍進
　Borrus and Zysman（1997）も触れていたように，もともと EMS は Wintelism と「対をな」 39）す
存在だった。1990 年代までは，その労働過程は「単純」であり，①大量生産は担うが最終製品を
もたないこと，②賃金水準が低いこと（ただし変動幅は非常に大きい），③「柔軟な雇用」によっ
て生産量の変動にフレキシブルに対応すること，④トヨタ生産システムに典型的にみられるチー
ム・コンセプトは限定的であること，⑤女性あるいは人種的・民族的マイノリティという属性をも
つ労働力─これらの労働力は周縁化されていることが多い─に依存していることを特徴として
いた（Lüthje, 2002: 234）。これは，1970 年代から 80 年代にかけて，東アジアや東南アジアで広範
に観察された，電子部品・機器製造の実態と重なるものであるといってよい。
　当時の東アジアや東南アジアにおける電子部品・機器製造の労働過程は，周縁化された労働力か
らのきわめて強力な収奪をその特徴としていた。なかでも女性の「活用」は重要な特質のひとつで

36）	 後藤・道家（2015），156-8 ページ。後藤氏と道家氏は岐阜県に本社を置く Apple 製品のアクセサリを企画・
製造・販売する企業の CEO と CTO である（2015 年当時）。

37）	 Pavitt （2003）, p. 88.
38）	 森原（2017）で触れたように，こうした Apple の戦略は Microsoft も試行錯誤しながら模倣している。その画

期は，同社による Microsoft Surface の発表が挙げられるだろう（2012 年 ６ 月）。
39）	 秋野（2013），55 ページ。なお，大量生産体制という観点からみれば，EMS は伝統的な垂直統合企業と連続性

をもっている。
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あった 40）。リピエッツ（1987）は，これを「流血的テーラー化」 41）と呼び，以下のような指摘を行っ
ていた。
　「さらに見つけ出さねばならないのが，テーラー化されうる労働力である。だが，それは現存す
る。というのは，物質的生産との関連に限定すれば，労働者階級が技量の唯一の保持者であるわけ
ではないからである。家父長制（世界中でもっとも共通の現象）の初期以来，女性は家内生産のな
かで搾取され，領有されているのであり，テーラー化した諸工業の二重の要求に服従させられる。
すなわち，労働目的についてのイニシアチヴの完全な欠如と労働実現にあたっての全神経の集中。
これらのことが要求されるのは，一方では，（籠編みや織物のような）家内労働にきわめて類似し
た活動においてであり，他方では，海外移転型産業の二大花形部門である繊維部門とエレクトロニ
クス製品組み立て部門での具体的作業においてである」（リピエッツ，1987：109）。
　しかし，こうした EMS の特徴は 2000 年代初頭の「ハイテク・バブル」の崩壊，そして 2008 年
のリーマンショック後に急速に変化する。たとえば，Foxconn の従業員のジェンダー比率は 2008
年に逆転し男性が女性を上回るようになった。Foxconn Technology Group（2008）によれば，
2007 年における従業員のジェンダー比は女性が 64.1％，男性が 35.9％だったのにたいして，2008
年には女性が 47.15％，男性が 52.85％になった 42）。これは，「途上国エレクトロニクス産業におけ
る労働集約的工程の女性化」という 1990 年代までに典型的にみられたパターンが逆転したことを
意味する。
　また，1990 年代の受託契約製造産業においては，北米を本拠とする企業の存在感がきわめて大
きかったのにたいして（図 ３ ），2010 年代に入るとそれと入れ替わるように台湾系 EMS の存在感
が急速に拡大した。
　表 ３ から理解できるように，2017 年度における世界契約製造市場における台湾系 EMS のシェア
は圧倒的であり，なかでも Foxconn の売上高は桁違いである。その顧客も Apple はいうまでもな
いとして，Amazon や Nintendo のデバイスの製造を担うなど，PC だけでなく，スマートフォン，
タブレット，ゲーム機器のような成長の見込める分野を押さえている。このかんに，台湾系 EMS，
なかでも Foxconn は，不熟練かつ不安定，低賃金の労働力に依存した労働集約的な電子部品・機
器製造の一部を担うマイナーな存在から，世界の主要な IT ／エレクトロニクス関連デバイスの大
量生産を集中的に担うメジャーな存在に変貌したのである。

（ ２ ）前方・後方への能力拡張
　Foxconn がこうした存在に変貌するにあたって，その能力を前後双方に拡張してきたことは決
定的だった。
　もともと同社は「eCMMS」と呼ばれる理念を経営戦略の柱に掲げており，たんなる部品の組立

40）	 電子機器・部品の組立てとならぶ，もうひとつの事例がアパレルである。アパレル産業を対象にしつつ，労働
市場に包摂される過程におけるバングラデシュ人女性たちの選択と制約，世帯内関係の変化を描き出した開発・
移民・ジェンダー研究の名著として，Kabeer （2010=2016） がある。

41）	 リピエッツ（1987），110 ページ。
42）	 Foxconn Technology Group （2008）, p. 22.
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図 ３　1990 年代における米系 EMS と台湾系 ODM 企業の収益（1992 ～ 99 年，10 億ドル）
（注）�米系 EMS は Solectron，Sanmna/SCI，Celestica，Flextronics，Jabil の ５ 社，台湾 ODM 企

業は Acer，Quanta，Hon Hai，FIC，MiTac の ５ 社。
（出所）Yusf et al. （2003=2005）, p. 214.
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表 ３　2017 年度における EMS 関連売上高上位 10 社

企業名 本社 
所在地

売上高
（百万ドル） 主要顧客

1 HonHai Precision
Industry (Foxconn) 台湾 154,906 Acer, Amazon, Apple, Blackberry, Cisco, Dell, HP, IBM, Intel, 

Nintendo, Sony, Visio, Xiaomi

2 Pegatron 台湾 39,262 Acer, Apple, ASUS, Epson, Sony, Toshiba

3 Flex 米国 24,893
Alcatel-Lucent, Casio, Ciena, Cree Lighting, F-5 Networks, Ford, 
Google, HP, J&J, Lockheed, Motorola, NEC, Oracle, Pace, QCells, 
Siemens, Sunpower, Xerox

4 Jabil Circuit 米国 19,545
Agilent, Apple, Cisco, EchoStar, Ericsson, GE, HP, IBM, Medtronic, 
Motorola, NetApp, Nokia Siemens Networks, Novartis, Pace, 
Sunpower, Valeo

5 Wistron 台湾 7,425 Acer, Apple, ASUS, Dell, HP, Japan Display & Lenovo

6 Sanmina 米国 6,868
Advanced Digital Broadcast, AT&T, Brunswick, Canon, Ciena, 
Citizen, Dell, Diebold, GE, Harman, HP, IBM, Illumina, Panasonic, 
Philips, RF Surgical, Seagate, Trane

7 Celestica 米国 6,111 Agilent, Alcatel-Lucent, Applied Materials, Baxter, Carrier, Cisco, 
EMC, HP, Hitachi, Honeywell, IBM, Juniper, NEC, Oracle

8 New Kinpo Group 台湾 4,538
HP / Seagate / Western Digital / Panasonic / Toshiba / Hitachi / 
TI / Casio / Pace / Nikon / Pioneer / GE / Lenovo / Asus / Asrock 
/ Gigabyte / Sony / Buffalo / Epson / Samsung

9 USI 中国 2,910 100+

10 Venture シンガ
ポール 2,901

ABB, Aglient, Dyson, Fluke, Georgia Pacific, HP, Honeywell, IBM, 
Illumina, Keysight, Micros, NCR, Oclaro, Qlogic, Perfect, Talaris/
Glory, Toshiba-TEC, Verifone, Waters, Zodiac

（出所）MMI （2018）, p. 2，より筆者作成。
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て（C: Components）にとどまらず，比較的高度な加工，電子部品，システム・アセンブリの受託
生産を競合企業の追随を許さないリードタイムで行うこと（M: Module; M: Move）を展望してい
た。また，そこからさらに発展して，委託企業との共同デザインや共同開発（JDSM: Joint DeSign 
Manufacturing; JDVM: Joint DeVelopment Manufacturing）も展望していた（S） 43）。そういう意味
では，労働集約工程の部分的代行からの脱却と各種ケイパビリティの前後双方への拡張によって大
量生産体制の主要な担い手として成長したことは，同社の思惑どおりであったといえる。
　2010 年代以降の Foxconn の事業領域は，①筐体などの素形材製造，②機械部品製造，③電子基
板実装，④人手を要する組立，⑤電子情報機器共通の表示装置である液晶パネル製造の ５ つから構
成されている 44）。以下，そこに至る経過を簡単に振り返ってみよう。
　1974 年に樹脂射出成形事業（テレビのチャンネル・ノブの製造）でスタートした Foxconn は，
1980 年代に入るとコネクタ事業への展開し電子機器事業とのつながりを持った（1983 年）。さら
に，1990 年代には筐体製造・組立および回路基板組立を開始し，EMS 事業を確立した。Compaq
向けにデスクトップパソコンの筐体製造と組み立てを開始したのが 1996 年であり，ここに回路基
板の組み立ても加え，デスクトップ PC で世界一の規模の工場を確立した。
　2000 年代に入ると，同社は，これを基盤としつつ受託製造事業の範囲を拡大させた。この時期，
同社はゲーム機，携帯電話，ノートパソコンの製造受託事業に進出し，携帯事業会社の FIH を独
立させ，香港で上場した。また，テレビ，デジタルカメラ，プリンターの製造を始めた。さらに，
この時期以降，液晶事業への参入を模索したことも重要だった。同社は液晶を手掛ける子会社

（Innolux）を設立し，Chimei を買収して液晶市場で世界第 ３ 位のシェアを獲得した。そして，日
本のブランド企業である SHARP への出資を皮切りに，液晶関連事業の拡大計画を打ち出した。ま
た，この時期には Apple のデバイスをほぼ独占的に受注するようになり，とりわけ筐体切削技術
で貢献した。2010 年代には 30 工場体制を整え，社員 100 万人超，中国の輸出額の ６ ％超に到達し
た 45）。
　図 ４ は，このプロセスを 2010 年代における Foxconn の事業内容に即して整理したものである。
繰り返しになるが，ここからわかるのは，同社が労働集約工程の部分的代行からの脱却と各種ケイ
パビリティの前後双方への拡張によって大量生産体制の主要な担い手として成長したこと，そして
これを垂直統合の推進によって実現しているということである。
　これは，液晶パネルへの進出の事例をみるとわかりやすい。すなわち，「液晶パネルは，自社製
品の表示部に組み込まれているので，ユーザーを内部に抱えている利点もある。そのような観点か
らフォックスコンは台湾の液晶製造の専門家を招き入れ液品パネルの製造に乗りだし」（中川，
2013：128）た。
　また，垂直統合の推進という点では，同社が金型製造の内製化を図っていることも重要である。
2010 年代において，Foxconn は金型技術の高度化と維持のために，金型訓練校を社内に設け人材
の訓練に力を注ぐようになった。その技術力は「ほぼ世界の最高レベル」であり，試作品を含め金
型製作のリードタイムは日本以上に短い。 ３ 次元化された金型設計と NC 加工，さらに CAD/

43）	 以上，中川（2013）および Yan （2016）。
44）	 中川（2013），123 ページ。
45）	 以上，中川（2013）および Yan （2016）。
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CAM/CAE などの高度な IT 化が進んでおり，十分な設備と人材と夜間や休日まで働く体制が出来
あがった。金型に関与する従業員は ３ 万人にのぼるという（中川，2013：126）。Foxconn の過去の
主要 M&A をみても，その目的は顧客からの提案よりも垂直統合の推進を目的にしたものが多い

（表 ４ ）。

（ ３ ）営業戦略の役割と交渉力の確保
　こうした垂直統合の推進は，同社の営業戦略の姿勢に端的に示されている。大槻（2017）によれ
ば，Foxconn は顧客の見積り要求たいして赤字回答を出してでも受注を決断するケースがあると
いう。もちろんそれは「慈善事業」ではなく，量産開始までにコストダウンを図って利益が出るよ
うに努力するわけだが，ここで重要なのは，そうした受注をつうじて大量生産にかかわるケイパビ
リティの向上とそのための組織学習の機会としているということである 46）。
　垂直統合の推進は委託企業との「非対称な力関係」をできるだけフラットな関係にするうえでも
重要である。2008 年のリーマンショックのあと，Foxconn は Apple からマージンの切り下げを要

46）	 その一例として，Apple の難易度の高い要求を積極的に受け，工作機械に使われる超硬エンドミル工具を内製
化する契機としたことが挙げられる（中川，2012：36）。Apple の要求は「ステンレス鋼やアルミニウム合金の
筐体部品を小型マシニングセンタを使ってエンドミルで削り出す」というものであった。

図 ４　Foxconn の垂直統合的な製造システム
（出所）中川（2013），128 ページ。
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求されたが，同社は損失を回避した。これは，他社に追随を許さないカスタム化されたエンジニア
リングと品質保証で Apple にプレミアムを飲ませることによって実現した。さらに，現在では，
iPhone のアップグレードには部分的に Foxconn のエンジニアの提案も影響するようになっている
という（Chan, Pun and Selden, 2016: 360）。

Ⅴ　おわりに─現代大量生産体制へのチャレンジ

　以上，本論文は，単純化や決定論的な思い込みを回避しつつ，現代の IT ／エレクトロニクス産
業における大量生産活動の特質を素描することを試みてきた。その結果，1990 年代のアメリカの
産業／企業組織の特質にかかわる一般認識であるところの Wintelism の限界が 2000 年代以降，あ
らわになっていったこと，とりわけ，その背景に過剰生産能力の蓄積が進みやすいという同モデル

表 ４　Foxconn の主要 M&A

年度 企業 事業 主要目的

1998 GEM Top Component Inc. コネクター Elite Group からの提案

1998 Shamrock Technology LCD モニター 垂直統合

1999 Pan-International コネクター，システム・アセンブ
リー 垂直統合

2003 Eimo Oyj 携帯電話の筐体 Nokia からの提案

2003 Motorola メキシコ・ティファナ
工場 携帯電話 携帯電話 eCMMS の垂直統合

2003 Omni Switch Inc. PC 筐体 Compaq からの提案

2004 Ambit Microsystem インターネット周辺機器 Cisco からの提案

2004 Thomson CD-ROM リーダー＆ドライバー HP，Dell，SONY，Microsoft か
らの提案

2005 Chi Mei Communication
RF，携帯電話の共同設計サービ
ス製造／共同開発製造 (JDSM/
JDVM)

世界最大の携帯電話製造サービス
事業者に

2006 Premier Image Technology Corp. デジタルスチルカメラ 機械・電気・光学の統合

2007 Jemitek Electronics TFT 液晶ディスプレイ 垂直統合

2008 Sanmina-SCI 光学＆ RF マイクロウェーブ， 
インターコネクト・サーバー IBM および Dell からの提案

2009 METRO Group 3C ディストリビューション IT 顧客への流通チャネルサービ
スの提供

2009 TPO Displays TFT 液晶ディスプレイ 垂直統合

2009 Chi Mei Optoelectronics TFT 液晶ディスプレイ 垂直統合（世界最大のディスプレ
イ・メーカーへ）

2012 堺ディスプレイプロダクト 液晶ディスプレイ 垂直統合（60 インチ超パネルの
獲得）

2012 SHARP 液晶ディスプレイ 垂直統合（テレビ市場および中国
の携帯電話市場への進出）

（出所）Yan （2016）, p. 42.
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固有の特徴や「統合型製品」の普及という製品設計のあり方にかかわるトレンドの変化があったこ
とが明らかになった。このことは，生産システムないし「生産モデル」における「the one best 
way」は存在しないことを意味するだけでなく，決定論的な理解の限界を示すものでもある。
　さらに，2000 年代以降，こうした限界を先進国のブランド企業である Apple と現代の大量生産
活動の担い手である Foxconn がいかにして突破しようとしてきたのかを検討した結果，IT ／エレ
クトロニクス産業において，垂直統合の復権あるいは垂直再統合ともいうべき傾向が見いだされる
ことも明らかになった。すなわち，ブランド企業側はサプライチェーンの管理と製造工程への積極
関与を推し進め，大量生産体制の効率性と安定性を実現しようとしてきた。これは，特定の要素技
術に特化して，補完的な技術や能力には関心を払わない Wintelism とは明らかに異なるものであっ
た。さらに，新興国の EMS 企業の側も補完的な事業・技術・ケイパビリティの獲得をつうじた垂
直統合によって，大量生産体制の主要な担い手として成長した。これには，先進国のブランド企業
との競争圧力も影響していた。
　本論文で明らかになったことを踏まえるならば，現代の IT ／エレクトロニクス産業における大
量生産体制は，ブランド企業と EMS 双方の垂直再統合を軸とした国際分業によって維持されてい
るということができよう。
　しかし，そこに限界はないのだろうか。ここで注目したいのは，「産業アップグレーディング」
ではなく「社会的アップグレーディング」（Butollo, 2014）という視点である。中川（2012）によれ
ば，Foxconn のライン作業につく労働者の退職率はきわめて高く，「毎日の採用人数が 2000～3000
人という膨大な数」（41 ページ）にのぼるという。このことは，20 世紀における大量生産体制の主
要な担い手として存在感を発揮した「日本的生産システム」とは明らかに異なる。
　日本の機械工業は，長期雇用慣行や企業別労働組合といった制度的な条件のもとで労働者を企業
に統合することで，その「フレキシビリティ」を発揮し，競争優位を獲得してきた 47）。そこでは正
規労働者の労働条件や処遇という点での犠牲は大きく，日本企業は，企業社会に統合された「メン
バー」 48）以外の人びと，とりわけ女性や民族的マイノリティ，あるいは非正規雇用にもアンペイ
ド・ワークや低処遇の雇用を強いてきたが，こうした労働者の企業への統合は一応の社会統合ある
いは労使妥協を実現してもきた 49）。しかし，すくなくとも現在までのところ，中国における EMS
の大量生産体制は，こうした労使妥協のメカニズムを欠いているといわざるをえない。
　Chan, Pun and Selden （2016） によれば，「iPhone 5 の一部製品に傷がある」というアメリカの消
費者の苦情を受け，Apple は Foxconn の鄭州工場（16 万人超）の最終組立工程の調査を実施し，

「外観上の欠陥を 0.02 ミリ以下にせよ」との新たな基準が導入された。この結果，目の疲れや頭痛

47）	「日本的な仕事のやり方に共通な特徴をあげると，個々の専門職種や熟練そのものに特徴があるというよりも，
むしろこれらの各専門職種の仕事と仕事の間をどのように結びつけるかという点にある。それは，各職種の専門
領域ごとに区分し，これを組み合わせるという『分業』の領域の問題ではなく，これらの専門職種が相互に協力
し合うという『協業』の具体的なあり方の分野における新しい発展を含んでいる」（清，2011：281-2 ページ）。

48）	 その平易な解説として，濱口（2009）を参照。
49）	 この点は，おもに 1980 年代から 1990 年代にかけて，「企業主義」（松本，1998），「会社主義」（馬場，1991），
「企業社会」（渡辺，1990），「企業主義的レギュラシオン」（山田，1999）という概念によって特徴づけられてき
た。ここには，さまざまな学問的潮流がふくまれているが，念頭に置かれている現実はおおむね同一である。こ
うした蓄積の経済学の側からの整理のひとつとして，磯谷（2004）も参照されたい。
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を訴える労働者が続出したが，同社はこれにたいして「懲罰」によって対応しようとした。その結
果，同工場の労働者と品質管理のチームリーダーとの争いが激化し，生産マネージャーが発砲を示
唆する事態にまでなった。Foxconn が「懲罰」を中心とした管理をおこなわざるをえないのは，
中国の IT ／エレクトロニクス産業において，安定的な妥協のメカニズムが確立していないことを
示唆するのである。
　1980 年における経営・管理従業員比率（対非農業雇用者）の国際比較をみると，ドイツが
2.8％，スウェーデンが 2.9％，日本が 5.2％であり，「職場の荒廃」が進んでいるとされたアメリ
カでも 11.4％であった（Gordon, 1996=1998: 45）。しかし，Foxconn のライン作業につく労働者に
占める管理従業員の比率は 12.5％にも達しているという（Chan, Pun and Selden, 2016: 7） 50）。この
数字は，製造業雇用の占める位置がいまよりも格段に高かった 1980 年の先進国の水準を大幅に上
回るものである。それにもかかわらず，その製造効率は高い。
　このことが示唆するのは，企業の発言力がかつての日本的生産システムとは別の意味で強く，そ
の労働者に与えるストレスは過酷なものであるということである。現代の大量生産体制が抱える主
要なチャレンジは，「社会的なもの」（市野川・宇城編，2013）の側から生じる可能性が高い。

謝辞：‌�本論文の主題のひとつである「社会的なもの」との調和や制度的諸慣行との関係において経
済・産業を分析する視点は，岡田知弘先生の学恩なしにありえないものです。現在に至るま
で一貫して指導をいただいている岡田先生に，ここに記して感謝いたします。
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